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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項  
 

１．商 号                丸和証券株式会社 

 

２．登 録 年 月 日                平成１０年１２月１日 

   （登録番号）                （関東財務局長（証）第６５号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

 (1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

昭和１９年 ４ 月 

昭和２４年 ２ 月 

昭和２６年 ９ 月 

昭和２８年 ４ 月 

昭和４３年 ４ 月 

昭和４５年 ５ 月 

昭和４８年１０月 

昭和５２年１２月 

昭和５４年１０月 

平成 ２ 年 ４ 月 

平成１０年１２月 

平成１２年１０月 

平成１６年１２月 

丸和証券株式会社として創業 

東京証券取引所正会員となる 

藤沢出張所（現支店）開設 

沼津出張所（現支店）開設 

免許制実施に伴い、証券業の免許（4業務）を取得 

溝ノ口営業所（現支店）開設 

柏営業所（現支店）開設 

神楽坂営業所（現支店）開設 

元住吉営業所（現支店）開設 

現資本金に増資 

登録制実施に伴い、証券業の登録を行う 

大阪証券取引所正会員となる 

ジャスダック証券取引所取引参加者となる 

 

 (2) 経営の組織（H18.6.28 現在） 
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 ４．主な株主の氏名又は名称及び所有株式数 

氏名、商号又は名称 持 株 数 持株割合 

１ 常和ホールディングス株式会社 
株

  １，１１８，１０５ 

％ 

  ９．９ 

２ 日 産 自 動 車 株 式 会 社               
 

  １，１１７，９６１ 

 

  ９．９ 

３ 東 ソ ー 株 式 会 社               
 

  １，０８７，０００ 

 

  ９．７ 

４ コ ス モ 石 油 株 式 会 社               
 

    ９９６，８３７ 

 

  ８．９ 

５ 王 子 製 鉄 株 式 会 社 
 

５７２，０００ 

 

  ５．１ 

６ 株式会社みずほコーポレート銀行 
 

    ５６２，８２０ 

 

  ５．０ 

７ 大 同 特 殊 鋼 株 式 会 社               
 

    ４６５，０７６ 

 

  ４．１ 

８ マ ル ハ 株 式 会 社               
 

    ４５２，４８４ 

 

  ４．０ 

８ 富 士 重 工 業 株 式 会 社               
 

    ４５２，４８４ 

 

  ４．０ 

８ 同 和 鉱 業 株 式 会 社               
 

    ４５２，４８４ 

 

  ４．０ 

 

 

 ５．取締役及び監査役の氏名及び役職名（H18.6.28 現在） 

役  職  名 氏   名 

取 締役社長 青  木  俊  樹 

専 務取締役 戸  田    元 

常 務取締役 伊 藤  実 

常 務取締役 西 村  徹 

  常 務取締役 田 中 好 和 

取締役（社外） 渡 辺  剛 

監査役(常勤) 藤 澤  信         

監 査 役 外 池  喬 

監 査 役 徳 永 正 剛 

                         以上９名 
(注) 取締役渡辺 剛氏は、社外取締役であります。  

監査役外池 喬氏並びに監査役徳永正剛氏は、社外監査役であります。 
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 ６．本店その他の営業所の名称及び所在地（H18.6.28 現在） 

名   称 所  在  地 

 

本         店 

 

 

日 本 橋 本 店 

 

 

本店分室八丁堀営業所 

 

 

沼  津  支  店            

 

 

藤  沢  支  店            

 

 

溝  ノ  口  支  店            

 

 

柏  支  店            

 

 

神  楽  坂  支  店            

 

 

元  住  吉  支  店            

 

〒104-0032 

東京都中央区八丁堀１丁目５番１号 

 

〒103-0027 

東京都中央区日本橋３丁目８番２号 

 

〒104-0032 

東京都中央区八丁堀３丁目５番７号 

 

〒410-0056 

静岡県沼津市高島町３番４号 

 

〒251-0025 

神奈川県藤沢市鵠沼石上１丁目５番２－１０１号 

 

〒213-0002 

神奈川県川崎市高津区二子５丁目８番１号 

 

〒277-0842 

千葉県柏市末広町４番１３号 

 

〒162-0825 

東京都新宿区神楽坂１丁目１５番地 

 

〒211-0025 

神奈川県川崎市中原区木月１丁目２９番１７号 

 

 

 

 ７．営んでいる業務の種類 

 (1) 証券業（法第 2条第 8項） 

業 務 の 種 類        

・有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引又は外国市場証券

先物取引 

・ 有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引又は外国市場証券

先物取引の媒介、取次又は代理 
・次に掲げる取引の委託の媒介、取次又は代理 

  イ．取引所有価証券市場における有価証券の売買、有価証券指数等先物取引又は有価

証券オプション取引 

  ロ．外国有価証券市場における有価証券の売買又は外国市場証券先物取引 

・有価証券の引受け 

・有価証券の売出し 

・有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 
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(2) 証券業付随業務（法第 34 条第 1項） 

業 務 の 種 類        

・有価証券の保護預り業務 

・口座管理機関として行う振替業 

・有価証券の貸借業務 

・信用取引に付随する金銭の貸付け 

・保護預り有価証券担保貸付業務 

・有価証券に関する顧客の代理業務 

・投資信託に係る収益金、償還金又は解約金の支払に係る代理業務 

・投資法人の投資証券に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しく

は償還金の支払に係る業務の代理 

・累積投資契約の締結業務 

・他の証券会社、外国証券会社又は登録金融機関の業務の代理（累積投資代理業務） 

・公社債の払込金の受入れ等の代理業務 

 

 (3) その他業務（法第 34 条第 2項及び 4項） 

業 務 の 種 類        

・金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

・譲渡性預金の預金証書の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

・円建銀行引受手形の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 
 

８．加入している投資者保護基金 

  日本投資者保護基金 
 

 ９．加入している証券業協会 

日本証券業協会 
 

 10．加入している証券取引所 

   東京証券取引所・大阪証券取引所・ジャスダック証券取引所 
 

Ⅱ 業務の状況に関する事項 
 １．当期の業務概要 

[株式部門] 
当期の株式市況は、堅調な景気回復、並びに好調な企業収益とそれを背景にした各社増配の動き、

M＆A の活発化等を主因に活況を呈するとともに、株価も上昇、3 月末は 17,059 円（前年度末比

5,391 円高）となりました。 
売買高の方も、外国人投資家が 2 年振りに 10 兆円超を買い越した外、国内個人投資家の売買も

旺盛だったことより、東証一日平均の売買代金は 2 兆 4,035 億円（前期比 169％）と過去最高を記

録した前期を更に大幅に更新いたしました。 
当社の一日平均の委託売買代金は、21 億 59 百万円（前期比 138％）、株式委託手数料収入は 31

億 59 百万円（前期比 143％）となりました。 
一方、トレーディング収益は、20 億 61 百万円と高水準の売買益（前期比 291％）を計上いたし

ました。 
 

[投資信託部門] 
当期の投資信託部門は、当社の国内株式専用ファンド「きらめき」が好パフォーマンスで残高が

大きく伸びた外、ＢＲＩＣs 等新興国ファンドの売れ行きも好調だったこと等より、販売額として

は 235 億 40 百万円（前期比 152％）となりました。 
なお、「きらめき」の純資産額は、期初の 89 億円が期末には 146 億円となりました。 

 
[債券部門] 

当期の債券流通市場は、10 年物国債の流通利回りが、期初 1.33％からスタートし、その後は、

一進一退の進行の下、6 月 30 日には 1.165％まで低下いたしましたが、その後は、順調な景気回

復、並びにこれを受けた 3 月 9 日の日銀による量的緩和政策の解除により金利が上昇、3 月 30 日

には今期最高の 1.82％まで上昇し、結局、3 月末は 1.77％で引けました。 
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[損益状況] 

収入面では、株式委託売買の活況、投資信託の好調な販売等より受入手数料が前期比 46％増加し

た外、トレーディング収益が前期比 191％増と著増したことより、営業収益は 62 億 15 百万円（前

期比 173％）となりました。 
一方、販売費・一般管理費は、取引の増加に伴う経費の増加に加え、人件費の内の実績給与部分

の計上方法について、従来の現金主義を発生主義に切り替え収入と支出のずれを修正したことに伴

う経費増より 37 億 42 百万円（前期比 132％）となりました。その結果、当期の経常利益は 23 億

65 百万円（前期比 331％）となりました。 
また、特別損益につきましては、保有株式の売却等 86 百万円の特別利益があった一方、上述い

たしました人件費計上方法変更に伴う費用処理（2 億 1 百万円）、並びに売買高著増等に伴う証券取

引責任準備金繰入等がありました結果、税引前利益は 21 億 55 百万円（前期比 283％）、税引後純

利益は 11 億 78 百万円（前期比 156％）となりました。 
 

[設備投資及び資金調達の状況] 
当期中の設備投資及び資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はありません。 

 
 ２．業務の状況を示す指標 
 (1) 経営成績等の推移                        （単位：百万円） 

区        分 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 

資 本 金   ２，１０６   ２，１０６   ２，１０６ 

発 行 済 株 式 総 数 １１，２６４千株 １１，２６４千株 １１，２６４千株

営 業 収 益 ３，７８９ ３，６０３ ６，２１５ 

（ 受 入 手 数 料 ） ２，３５６ ２，６３８ ３，８４７ 

( ( 委 託 手 数 料 ) ) １，９８８ ２，２０７ ３，１６３ 

((引受・売出し手数料)) － － ― 

((募集・売出し取扱い手数料)) ２５９ ２７６ ４４２ 

((その他の受入手数料)) １０７ １５４ ２４１ 

（トレーディング損益） １，２５１ ７０９ ２，０６１ 

( ( 株 券 等 ) ) １，１９２ ６６９ ２，０４３ 

( ( 債 券 等 ) ) ５９ ３９ １７ 

( ( そ の 他 ) ) ０ ０ ０ 

純 営 業 収 益 ３，６４８ ３，４７２ ６，０４４ 

経常損益 （△損失）  ９０４ ７１３ ２，３６５ 

当期純損益（△損失） ６２８ ７５６ １，１７８ 

 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

 ① 株券売買高の推移                       （単位：百万円） 

区 分 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 

自       己 １，１２２，８２６ １，３０７，５３３ ３，５２１，３９０

委       託 ３９４，９７７ ３８３，８７４ ５３１，０１０

計 １，５１７，８０３ １，６９１，４０７ ４，０５２，４００
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 ② 有価証券引受・売出し及び募集・売出し又は私募の取扱高      （単位：百万円） 

区     分 引受高 売出高 募集取扱高 売出取扱高 私募取扱高

株 券 ０ ０ １９３ ０ ０

国 債 証 券 ０ ０ １２ ０ ０

地方債証券 ０ ０ ０ ０ ０

特 殊 債 券 ０ ０ ０ ０ ０

社 債 券 ０ ０ ０ ０ ０

平

成 

18 

年

３

月

期 
受 益 証 券 ０ ０ １５５，６２３ ０ ０

株 券 ０ ０ １１７ ０ ０

国 債 証 券 ０ ０ １８４ ０ ０

地方債証券 ０ ０ ０ ０ ０

特 殊 債 券 ０ ０ ０ ０ ０

社 債 券 ０ ０ ０ ０ ０

平

成 

17 

年

３

月

期 
受 益 証 券 ０ ０ ６７，２３８ ０ ０

株 券 ０ ０ １４ ２７ ０

国 債 証 券 ０ ０ ０ ０ ０

地方債証券 ０ ０ ０ ０ ０

特 殊 債 券 ０ ０ ０ １，６００ ０

社 債 券 ５０ ０ ５０ ０ ０

平

成 

16 

年

３

月

期 
受 益 証 券 ０ ０ ３８，６３５ ０ ０

※特殊債券には割引興業債券を含んでおります。 

 

 

(3) その他業務の状況 

  ① 有価証券の保護預り業務 

区 分 平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

株      券 150,855 千株 177,499 千株 166,309 千株 

債      券 1,675 百万円 1,626 百万円 1,085  百万円 

受  益  証  券 34,419 百万口 37,489 百万口 52,873 百万口 

新 株 引 受 権 証 書 0 百万円 0 百万円 0 百万円 

株  券 86 千株 86 千株 86 千株 

債  券 12 百万ドル 19 百万ドル  13 百万ドル 外国有価証券 

受益証券 199 百万口 147 百万口 111 百万口 
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② 保護預り有価証券担保貸付業務 

平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 
区 分 

件数（件） 金額（百万円） 件数（件） 金額（百万円） 件数（件） 金額（百万円）

Ｍ Ｍ Ｆ 94 40 82 39 77 31 

中 期 国 債 フ ァ ン ド 82 31 13 3 0 0 

証券総合口座ファンド 597 71 231 82 286 112 

合 計 773 142 326 124 363 143 

受取（入）利息（手数料） ０ 千円 1 千円 0 千円 

 

 

  ③有価証券に関する顧客の代理業務 

1)株式の名義書換等に関する業務 

区 分 平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

取 扱 株 数 2,618 千株 3,085 千株 3,049 千株 

取 扱 手 数 料 409 千円 279 千円 186 千円 

 

 

2)常任代理人業務 

区 分 平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

口 座 数 ２ ２ ２ 

株  券 80 千株 17 千株 24 千株 

債  券 35 百万円 0 百万円 0 百万円 

預

り

残

高 受益証券 2 百万円   7 百万円   7 百万円 

取 扱 手 数 料 36 千円 39 千円 38 千円 

 

 

  ④ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務  （単位：百万円） 

平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

区 分 収益金 

支払額 

償還金 

支払額 
解 約 額

収 益 金

支 払 額

償 還 金

支 払 額
解 約 額

収 益 金 

支 払 額 

償還金 

支払額 
解 約 額

株式投資信託 

（ 単 位 型 ） 

（ 追 加 型 ） 

公社債投資信託 

911 

（ 0） 

（911） 

 0 

188 

（ 33） 

（155） 

 0 

9,598

( 6)

(9,592)

103

1,825

（ 0）

(1,825）

 0

654

（549）

（105）

2,132

8,806

( 0)

(8,806)

11

6,826 

( 0) 

(6,826) 

0 

35 

( 0) 

(35) 

0 

9,777

(0)

(9,777)

38

代理事務手数料 0 千円 0 千円 0 千円 
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  ⑤ 累積投資業務（一般口、受益証券のみ） 

1) 預り金の状況                          （単位：百万円） 

区 分 平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

当 期 末 預 り 金 0 0 0 

当期中に発生した預り金 13,074 21,027 56,105 

当期中の買付の対価に充てられた金額 13,074 21,027 56,105 

買付前に顧客へ返還した金額 0 0 0 

当 期 末 預 り 金 0 0 0 

 

 

2) 有価証券の保管状況                       （単位：百万口） 
区 分 平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

前 期 末 保 管 残 高 6,481 6,070 4,615 

累積投資契約で 

買付られたもの 
13,074 21,027 56,105 当期中に寄

託を受けた

もの 
累積投資以外で買付 

けられたもの以外 
０ ０ 0 

当 期 中 に 償 還 し た も の 46 2,013 0 

当 期 中 に 返 還 し た も の 13,439 20,469 53,417 

当 期 末 残 高 6,070 4,615 7,302 

 

 

3) 契約件数                              （単位：件） 
区 分 平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

前 期 末 契 約 件 数 31,208 31,258 11,745 

当 期 中 新 規 契 約 件 数 591 4,820 5,561 

当 期 中 解 約 件 数 541 24,333 255 

当 期 末 契 約 件 数 31,258 11,745 17,051 

 

 

  ⑥ 公社債の払込金の受入れ等の代理業務               （単位：百万円） 
平成 16 年 3月 平成 17 年 3月 平成 18 年 3月 

区 分 
払込金受入額 元金の支払額 利金の支払額 払込金受入額 元金の支払額 利金の支払額 払込金受入額 元金の支払額 利金の支払額

国 債 証 券 0 168 9 506 226 14 50 174 12

地方債証券 0 3 0 0 3 0 0 1 0

特殊債証券 1,294 3,241 1 0 793 116 0 130 69

事 業 債 券 50 1,171 26 0 249 12 0 382 6

合 計 1,344 4,583 36 506 1,271 142 50 687 87
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  ⑦その他の業務 

・有価証券の貸借業務 

取扱高、収入ともございません。 

 

・他の証券会社、外国証券会社又は登録金融機関の業務の代理（累積投資代理業務） 

取扱高、収入ともございません。 

 

・金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

取扱高、収入ともございません。 

 

・譲渡性預金の預金証書の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

取扱高、収入ともございません。 

 

・円建銀行引受手形の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

取扱高、収入ともございません。 

 

 

 (4) 自己資本規制比率の状況 

区 分 平成 16 年 3 月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

自己資本規制比率 ５４９．２％ ５４０．６％ ５１４．７％ 
 

 

 (5) 使用人及び外務員の総数 

区 分 平成 16 年 3 月期 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

使   用   人 １５９人 １６９人 １７３人 

（うち登録外務員） １２４人 １３８人 １５１人 
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Ⅲ 財産の状況 
 １．経理の状況 

 (1) 貸借対照表                                 （単位：百万円）  

資  産  の  部 負  債  の  部 

金      額 金      額 
科  目 

平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期
科  目 

平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期

流 動 負 債
 トレーディング商品
  商品有価証券等
約定見返勘定
信用取引負債

  信用取引借入金
  信用取引貸証券受入金
 預 り 金
 受 入 保 証 金
 短 期 借 入 金
 未 払 費 用
 未払法人税等
 賞 与 引 当 金
 その他の流動負債
固 定 負 債
 繰延税金負債
 退職給付引当金

役員退職慰労引当金
引 当 金
 証券取引責任準備金
   （証券取引法第 51 条) 

２２，０６８ 
１，０１７ 
１，０１７ 

－ 
１４，２４３ 
１２，６７３ 
１，５７０ 
３，５７９ 
１，６８８ 
１，２４０ 

１０３ 
６ 

１４８ 
４１ 

４２８ 
２６３ 
５０ 

１１４ 
１３７ 
１３７ 

２９，７３６
１， ６８７
１，６８７

５１１
１６，０９３
１５，７６７

３２６
２，７８４
１， ９４８
４，７７０

４１４
９６９
４４７
１０８
７７８
６４２

－
１３６
２１１
２１１

負 債 合 計 ２２，６３４ ３０，７２６

資    本    の    部 

資 本 金
資 本 剰 余 金
 資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
 利 益 準 備 金
 任 意 積 立 金
   別途積立金
 当期未処分利益
評 価 差 額 金
自 己 株 式

２，１０６ 
１，６１１ 
１，６１１ 
４，０４９ 

５２６ 
１，８００ 
１，８００ 
１，７２２ 

３８５ 
△  ２ 

２，１０６
１，６１１
１，６１１
５，１３９

５２６
２，５００
２，５００
２，１１２

９４０
△  ２

流 動 資 産 
 現 金 ・ 預 金 
 預 託 金 
 トレーディング商品 
  商品有価証券等 
 約定見返勘定 
 信用取引資産 
  信用取引貸付金 
  信用取引借証券担保金 
 立 替 金 

未 収 収 益 
 その他の流動資産 
固 定 資 産 
 有形固定資産 
  建 物 
  器具・備品 
  土 地 
 無形固定資産 
  営 業 権 
  電話加入権 

ソフトウェア 
  その他の無形固定資産 
 投資その他の資産 
  投資有価証券 
  出 資 金 
  長期差入保証金 
  その他の投資等 
  貸倒引当金 

２８，１４４ 
１，６１０ 
５，０００ 
１，１０８ 
１，１０８ 

４７３ 
１９，６５４ 
１６，９３２ 
２，７２２ 

０ 
１９７ 
９９ 

２，６４１ 
１５７ 
４０ 

１１０ 
５ 

８０ 
２ 

２４ 
５１ 
０ 

２，４０４ 
２，０１１ 

１ 
２２６ 
１７７ 

△ １３ 
 

３６，９３５
２，９３６
４，０００
２，６０１
２，６０１

－
２６，９１２
２２，６１２
４，３００

３
３０８
１７１

３，５８６
２０５
６５

１３４
５

７８
－

２４
５３
０

３，３０１
２，９２６

１
２２５
１５３
△ ４

資 本 合 計 ８，１５１ ９，７９５

資 産 合 計 ３０，７８５ ４０，５２１ 負債・資本合計 ３０，７８５ ４０，５２１
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(2) 損益計算書                               (単位：百万円) 

金       額 
科       目 

平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

営 業 収 益

受 入 手 数 料

トレーディング損益

金 融 収 益

 

金 融 費 用

２，６３８

７０９

２５５

３，６０３

１３０

  

３，８４７ 

２，０６１ 

３０６ 

 

 

６，２１５

１７０

純 営 業 収 益 ３，４７２  ６，０４４

営 

業 

損 

益 

の 

部 

販売費・一般管理費 ２，８２９  ３，７４２

   営 業 損 益 ６４３  ２，３０２

営損 

業益 

外の 

 部 

営 業 外 収 益

 

営 業 外 費 用

７８

８

 

 

 

６５

２

経 

 

常 

 

損 

 

益 

 

の 

 

部 

   経 常 損 益 ７１３  ２，３６５

特 

別 

損 

益 

の 

部 

特 別 利 益

投資有価証券売却益

貸 倒引当金 戻入

特 別 損 失

固 定資産除 却損

システム移行費用

証券取引責任準備金繰入

過 年 度 給 与

そ の 他

１４２

５

１１

５４

２８

―

５

１４８

９９

 

７７ 

８ 

 

１９ 

― 

７４ 

２０１ 

― 

８６

２９５

税引前当期純利益(△損失) ７６２
 

 
２，１５５

法 人 税 等 ６  ９７７

当  期  純  利  益 (△ 損 失) ７５６  １，１７８

前 期 繰 越 利 益 ９６６  ９３４

当 期 未 処 分 利 益 Ⅰ，７２２  ２，１１２

 
 

注 記 事 項 
１．当社の貸借対照表及び損益計算書は、「商法施行規則」（平成14年3月29日法務省令第22号）の規定のほか、「証券会社に 

関する内閣府令」（平成10年総理府令・大蔵省令第32号）及び「証券業経理の統一について」（昭和49年11月14日付日本

証券業協会理事会決議、平成16年3月29日付改正）に準拠して作成しております。 
２．当期中におきまして、「証券取引責任準備金」の金額につき一部誤りがあることが判明し、平成 16 年 3月期に遡 

り修正いたしました。本資料においては、その修正後の数字に基づき作成しております。 
３．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 
[重要な会計方針] 
１．資産の評価基準及び評価方法 
  (１)トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法 

      トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引については、時価法（売却原価は移動平均法により算定）によ 
っております。 
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  (２) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法 
   時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法によっております。 
２．固定資産の減価償却方法 

    有 形 固 定 資 産     定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 
                        建   物       ８～47年 
                        器具・備品       ４～20年 
    無 形 固 定 資 産     定額法によっております。但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
３．引当金の計上方法 

    貸 倒 引 当 金     貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
    賞 与 引 当 金     従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 
    退 職 給 付 引 当 金     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額及び年金資産残高に

基づき計上しております。 
    役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金に関する内規に基づく期 

末要支給額を計上しております。この引当金は、商法施行規則第 43 条に規定す 
る引当金であります。 

４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
    「外貨建取引等会計処理基準」（企業会計審議会 平成11年10月22日）を適用しております。 

５．リース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方 

法に準じた会計処理によっております。 
６．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 
［会計方針の変更］   

  （固定資産の減損） 
     当営業年度から固定資産の減損に係る会計基準（｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 
 
  [追加情報] 

１．税効果会計 
     税効果会計を適用しておりますが、繰延税金資産は計上しておりません。 
   ２．給与計上方法の変更 

従業員給与のうち実績給についてはこれまで支出時の費用としておりましたが、金額的重要性が増したため、

当営業年度より発生時に費用計上する方法に変更いたしました。この変更により、前期と同一方法によった場

合に比較して営業利益及び経常利益は 78,217 千円、税引前当期純利益は 279,558 千円それぞれ減少しておりま

す。 

     
[貸借対照表の注記] 

１.有形固定資産の減価償却累計額                ５０９，２６０千円 
２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機端末機器一式及び株価等表示装置一式についてはリース契約により使用し 

ております。 
 
３．退職給付制度 

    （1）退職給付制度の概要 
当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度に加入しております。 
適格退職年金制度に係る退職給付債務の計算は、簡便法によっております。 
 

 （2）適格退職年金制度の退職給付債務に関する事項 
       退職給付債務（責任準備金）               △７８３，５５７千円 
       年金資産残高                       ８００，００６千円 
       前払年金費用                       １６，４４９千円  
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４．担保に供している資産 

      定期預金証書                        ４０，０００千円 
      投資有価証券                     １,４６８，４０２千円 

なお、上記以外に担保に供している資産は次の通りであります。 
信用取引借入金の本担保証券として １５，７６７，４４６千円を差入れております。 
先物取引証拠金の代用として自己融資見返り株券 １２５，０３０千円、投資有価証券３１１,１５５千円を差入れております。 
信用取引保証金の代用として信用取引受入保証金代用有価証券 ４，３１３，３４７千円、自己融資見返り株券 ３，７５４，４００千円、  
投資有価証券 ３６１,８３７千円を差入れております。 
取引所への会員信認金として自己融資見返り株券 ２９，１５０千円を差入れております。 
その他担保として自己融資見返り株券 ８７２，１５０千円を差入れております。 
上記担保に供している有価証券等の金額は期末時価によっております。 

５．差入れを受けている有価証券等 
 （１）信用取引貸付金の本担保証券             ５，８３９，０２０千円 
 （２）信用取引借証券                   ４，３００，５５１千円 
 （３）受入証拠金代用有価証券                   ８５，１６４千円 
 （４）受入保証金代用有価証券              １７，９２２，０５０千円 
 （５）その他担保として受入れた有価証券で、 

自由処分権の付されたもの                      ４，０５２千円 
    上記差入れを受けている有価証券等の金額は期末時価によっております。 

６．保証債務                                       １１，０００千円 
７．資産につき、時価を付したことにより増加した貸借対照表上の純資産額（商法施行規則第124条第3項） 

     ９５９，２４２千円 
 

[損益計算書の注記] 
１．１株当たり当期純利益                                ９８円９８銭 

 
 

 

 

２．利益処分計算書（▲損失処理）                   （単位：百万円） 

金            額 
摘    要 

平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 

当 期 未 処 分 利 益 

配 当 積 立 金 取 崩 

役員退職慰労積立金取崩 

１，７２２

－

－

２，１１２

－

－

合    計 １，７２２ ２，１１２

上記の金額を次のとおり処分いたします。 

配 当 金 

（18年 3月期 １株につき普通配当 ２０円） 

(17 年 3 月期 1 株につき普通配当 5 円) 

 

役 員 賞 与 金 

（うち監査役賞与金） 

別 途 積 立 金 

５６

３２

(５)

700

225 

 

 

 

64 

(6) 

800 
合    計 ７８８  １，０８９

次 期 繰 越 利 益 ９３４ １，０２３
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３．借入金の主な借入先及び借入金額                  （単位：百万円） 

平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 
借  入  先 

借 入 金 の 種 類 借 入 金 残 高 借 入 金 の 種 類 借 入 金 残 高

株式会社みずほコーポレート銀行 短 期 借 入 金 １，０００ 短 期 借 入 金 ３，５００

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 短 期 借 入 金 １００ 短 期 借 入 金 ６００

日証金信託銀行株式会社 短 期 借 入 金 ― 短 期 借 入 金 ５００

短 期 借 入 金 １００ 短 期 借 入 金 １００
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 

信 用 取 引 借 入 金 １１，９８８ 信用取引借入金 １５，０８１

大阪証券金融株式会社 信用取引借入金 ６２５ 信用取引借入金 ６６９

 

 

 

４．保有有価証券の状況                        （単位：百万円） 

平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 
区  分 

貸借対照表計上額 時  価 評価損益 貸借対照表計上額 時  価 評価損益 

1.流動資産 

株 式 

債 券 

その他 

１，１０８ 

１，１０８ 

０ 

－ 

１，１０８

１，１０８

０

－

△４

 △４

０

－

２，６０１

２，６０１

－

－

２，６０１ 

２，６０１ 

－ 

－ 

３０

３０

－

－

2.固定資産 

株 式 

債 券 

その他 

１，５０１ 

１，５０１ 

－ 

－ 

１，５０１

１，５０１

－

－

６４９

６４９

－

－

２，９２６

２，９２６

－

－

２，９２６ 

２，９２６ 

－ 

－ 

１，５８２

１，５８２

－

－

3.流動負債 

  株 式 

  債 券 

  その他 

１，０１７ 

１，０１７ 

－ 

－ 

１，０１７

１，０１７

－

－

５５

５５

－

－

１，６８７

１，６８７

－

－

１，６８７ 

１，６８７ 

－ 

－ 

▲ ５０

▲ ５０

－

－

 
 
５．先物取引・オプション取引の状況 
 (1) 株式                              （単位：百万円） 

平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 
区   分 

取引契約金額 時  価 評価損益 取引契約金額 時  価 評価損益

株価指数先物取引           

売  建 

買  建 

株価指数ｵﾌﾟｼｮﾝ取引           

売  建 

コ ー ル 

プ ッ ト 

買  建 

コ ー ル 

プ ッ ト 

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

 

０ 

０ 

 

 

０ 

０ 

 

０ 

０ 

０

０

０

０

０

０
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(2) 債券                              （単位：百万円） 

平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 
区   分 

取引契約金額 時  価 評価損益 取引契約金額 時  価 評価損益

債 券 先 物 取 引 

売  建 

買  建 

債券オプション取引 

売  建 

コ ー ル 

プ ッ ト 

買  建 

コ ー ル 

プ ッ ト 

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

 

０ 

０ 

 

 

０ 

０ 

 

０ 

０ 

０

０

０

０

０

０

 
 
 ６．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

当社は平成１７年３月期ならびに平成１８年３月期の決算について｢株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律」（昭和４９年法律第２２号）第２条に基づく、監査法人トーマ

ツの監査により、適法意見を受けております。 
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Ⅳ 管理の状況 
１．内部管理の状況の概要 
(1) 内部管理部門の組織と業務分掌 

組 織 の 名 称 同 左 業 務 分 掌 

業 務 管 理 本 部 構成部店の統括、指揮に関する事項及びコンプライアンス

統括 

監 査 部 １．業務及び会計の検査に関する事項 

２．監査に関する規程等の制定・改廃 

監 査 課 

１．監査に関する事項 

２．紛争処理に関する事項 

３．役職員に係る証券事故の調査及び処理に関する事項 

４．登録顧客の管理に関する事項 

５．主務官庁等の証券検査の立会い等に関する事項 

６．残高照合等に関する事項 

７．取引報告書に関する事項 

８．証券関係法令及び諸制度の調査研究に関する事項 

９．分別保管に関する事項 

10．リスク管理に関する事項 

営 業 考 査 課 

１．営業員の営業活動の状況の考査に関する事項 

２．顧客の有価証券等の取引状況の考査に関する事項 

３．商品有価証券の保有限度額に関する事項 

４．先物取引及びオプション取引に関する事項 

５．アナリスト・レポートに関する事項 

 

売 買 管 理 課 
１．過誤売買等に関する事項 

２．内部者取引に関する事項 

３．有価証券の価格形成動向に関する事項 

 

本 店 総 務 課 
各 部 店 総 務 課 

１．内部管理 

 
 
（2）内部管理体制 

   ① 当社は、コンプライアンス全体を統括する統制組織として、内部管理を担当する取締役を 

     「内部管理統括責任者」、業務管理本部長を「内部管理統括補助責任者」に定めるととも 

     に、営業単位ごと「内部管理責任者」（総務課長）を設置し、各営業単位における営業活 

     動が、証券取引法その他の法令諸規則に準拠し適正に遂行されているかどうかを常時管理 

しております。 

② その結果、投資勧誘時の営業活動或いは顧客管理に関し、不適切な事案が生じた場合には、 

速やかに業務管理本部長に報告し、適切な処置をとっております。 

   ③ その他、当社は、各役職員がコンプライアンスに対する理解を深め、法令順守を徹底すべ 

く、「コンプライアンスマニュアル」を制定し、これに則り業務を遂行しております。 

 

 
 ２．分別保管の状況 
 (1) 顧客分別金（平成１８年３月末現在） 

項   目 金 額  （単位：百万円） 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 ３，９５０ 

顧客分別金信託額 ４，０００ 

期末日現在の顧客分別金必要額 ３，８０４ 
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 (2) 有価証券の分別保管 
① 保護預り有価証券 

有価証券の種類 国 内 証 券 外 国 証 券 

株   券 166,309 千  株 86 千 株 

債   券 1,085 百万円 13 百万ドル 

受 益 証 券 52,873 百万口 111 百万口 

新株引受権証書 0 百万円 0百万円 

外 国 証 書 0 百万円 

コマーシャルペーパー 0 百万円 

 
 
② 受入代用有価証券（時価） 

有価証券の種類 数   量 

株 数  16,989 千  株

株  券 
金 額 （       ０）百万円

12,490 

債      券 （       ０）百万円

              45 

受 益 証 券 （       ０）百万口

             1,125 

新株引受権証書 （       ０）百万円

              ０ 
注 1：上表括弧内は、受入代用有価証券のうち、顧客分別金の計算対象とされる第三者への再担保差入相当額であり、

上記(1)において顧客分別金信託の対象として法令に基づき信託されています。 
注 2：証券取引所に直接預託しているもの及び再担保として証券金融会社、母店証券会社又は日本証券クリアリング

機構等に差し入れているものは記載しないこととしています。 
 
 

③ 保管の状況 
（ⅰ） 株券、転換社債型新株予約権付社債券の保管方法については、証券保管振替機構、日

本証券決済等において帳簿等により、当社の固有財産である有価証券とお客様の有価証

券とを区分管理し、混蔵して保管しております。お客様の有価証券については、当社の

帳簿等によりお客様毎の持分が直ちに判別できるよう管理しております。 
ただし、お客様の申出等により上記各機関へ再寄託しない株券については、日本証券

代行㈱において、当社の有価証券の保管場所と明確に区分し、お客様の有価証券につい

てどのお客様の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管しております。 
（ⅱ） 転換社債型新株予約権付社債券以外及び（ⅲ）に規定する以外の国内債券、新株予約

権証券、投資信託受益証券、累積投資商品については、前記（ⅰ）に準じ日本銀行、受

益信託銀行、日本証券代行㈱において、当社の帳簿等によりその保管場所を明らかにす

るとともに、お客様の有価証券についてどのお客様の有価証券であるかが直ちに判別で

きるよう管理しております。 
 
（ⅲ） 社振法に基づく振替決済制度において取り扱う国債及び短期社債 

  ① 国債については、社振法の規定に基づき、日本銀行において、固有有価証券等と顧客

有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、

各顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理する。 

  ② 短期社債については、社振法の規定に基づき、機構において、固有有価証券等と顧客

有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、

各顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理する。 

③ ①、②について、それぞれ当社の帳簿等によりその保管場所を明らかにするとともに、
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お客様の有価証券についてどのお客様の有価証券であるかが直ちに判別できるよう管

理しております。 
 
 

Ⅴ 連結子会社等の状況 
企業集団の構成 
(1) 子会社   無し   
(2) 関係会社  無し   

 
 
 
                                              
 本書中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。 
 なお、同記載金額には、消費税等を含んでおりません。 

 
 

以   上 


